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神
奈
川
県
逗
子
市

で
２
月
５
日
、
市
道
沿

い
の
石
積
み
の
上
に

あ
っ
た
、
の
り
面
か
ら

土
砂
が
崩
落
し
通
行

中
の
高
校
生
が
死
亡

す
る
事
故
が
起
き
た
。 

同
市
都
市
整
備
課

に
よ
れ
ば
土
砂
が
あ

っ
た
、
の
り
面
は
分
譲

マ
ン
シ
ョ
ン
（
築
１
６

年
）
の
敷
地
で
「
完
全

に
民
有
地
」
。
管
理
責

任
は
「
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
組
合
に
あ
る
と
考

え
て
い
る
」
と
す
る
。 

マ
ン
シ
ョ
ン
の
管

理
業
務
を
受
託
す
る

の
は
大
京
ア
ス
テ
ー

ジ
。
グ
ル
ー
プ
広
報
を

担
当
す
る
オ
リ
ッ
ク

ス
に
よ
れ
ば
、
敷
地
は

区
分
所
有
者
全
員
の

共
有
。
管
理
組
合
が
の

り
面
の
保
全
計
画
を

持
っ
て
い
た
か
ど
う

か
は
「
個
別
の
契
約
内

容
に
入
っ
て
く
る
の

で
回
答
を
差
し
控
え

た
い
」
と
し
て
い
る
。

管
理
会
社
と
し
て
今

後
、
管
理
組
合
を
「
で

き
る
範
囲
で
全
力
で

サ
ポ
ー
ト
し
て
い
き

た
い
」
と
し
て
い
る
。 

事
故
か
ら
２
日
後

の
２
月
７
日
、
神
奈
川

県
の
要
請
で
国
土
交

通
省
の
国
土
技
術
政

策
総
合
研
究
所
・
土
砂

災
害
研
究
室
が
現
地

調
査
を
実
施
。
県
砂
防

海
岸
課
に
よ
れ
ば
、
調

査
は
目
視
で
管
理
組

合
の
承
諾
を
得
て
行

っ
た
。 

同
室
か
ら
、
こ
の
調

査
結
果
の
概
略
の
報

告
を
受
け
た
市
都
市

政
策
課
は
、
の
り
面
は

岩
盤
上
に
表
土
が
あ

り
「
岩
盤
が
風
化
し
て

表
土
と
と
も
に
一
緒

に
押
し
流
さ
れ
た
の

で
は
な
い
か
、
と
い
う

見
解
だ
っ
た
」
と
し
て

い
る
。 

こ
れ
ま
で
事
故
現

場
で
「
小
さ
な
崩
れ
が

起
き
て
い
た
こ
と
も

な
い
し
、
そ
う
し
た
相

談
も
な
か
っ
た
」
（
同

課
）。
同
課
は
事
故
後
、

管
理
会
社
を
通
じ
管

理
組
合
に
「
安
全
対
策

を
早
く
し
て
ほ
し
い
」

と
求
め
て
い
る
と
い

う
。 

◇ 

市
道
に
面
し
た
民

有
地
の
の
り
面
が
崩

敷
地
の
斜
面
が
崩
落 

通
行
中
の
高
校
生
が
死
亡 
逗

子

の 
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落
し
て
通
行
人
が
死
亡

し
た
場
合
、
仮
に
過
失

が
あ
れ
ば
、
刑
事
責
任

を
問
わ
れ
る
可
能
性
が

あ
る
の
か
。 

山
上
知
裕
弁
護
士

は
「
あ
り
得
る
だ
ろ

う
」
と
い
う
。
罪
は
「
業

務
上
過
失
致
死
。
過
失

致
死
の
可
能
性
も
あ

る
」
と
し
、
責
任
を
問

わ
れ
る
の
は
「
分
か
ら

な
い
が
、
実
際
に
管
理

行
為
を
行
う
理
事
長

に
な
る
だ
ろ
う
」
と
し

て
い
る
。
そ
の
上
で
過

失
を
問
わ
れ
る
と
す

れ
ば
「
予
見
可
能
性
が

あ
っ
た
か
に
な
る
が
、

予
見
す
る
予
兆
が
な

か
っ
た
ら
、
な
か
な
か

難
し
い
と
思
う
」
と

話
し
て
い
る
。 

濱
田
卓
弁
護
士
も

理
事
長
が
「
具
体
的

な
危
険
性
を
認
識
し

て
い
た
の
に
何
も
し

な
け
れ
ば
、
業
務
上

過
失
致
死
に
な
る
。

た
だ
民
事
よ
り
も
過

失
の
程
度
が
高
く
要

求
さ
れ
る
の
で
刑
事

責
任
を
問
う
の
は
難

し
い
だ
ろ
う
」
と
す

る
。 民

事
で
は
民
法
７

１
７
条
の
土
地
の
工

作
物
等
の
責
任
の
損
害

賠
償
責
任
を
負
う
可
能

性
が
あ
る
。
折
田
泰
宏

弁
護
士
は
「
敷
地
そ
の

も
の
が
工
作
物
か
、
と

い
う
議
論
は
あ
る
が
、

少
な
く
て
も
工
作
物
責

任
が
準
用
さ
れ
る
だ
ろ

う
」
と
解
説
す
る
。 

山
上
弁
護
士
は
「
お

そ
ら
く
共
同
不
法
行
為

責
任
で
個
々
人
が
連
帯

責
任
を
負
う
の
で
は
な

い
か
」
と
に
ら
む
。（
マ

ン
シ
ョ
ン
管
理
新
聞
１

１
２
９
号
） 

返
済
期
間 

最
長  

年
に 

  
マ
ン
シ
ョ
ン
共
用
部

分 

リ

フ

ォ

ー

ム

融

資 

一
定
の
工
事
に
適
用 

住宅金融支援機構 

大
規
模
修
繕
工
事

な
ど
の
工
事
費
用
を

融
資
す
る
、
住
宅
金
融

支
援
機
構
の
「
マ
ン
シ

ョ
ン
共
用
部
分
リ
フ

ォ
ー
ム
融
資
」
の
返
済

期
間
が
延
伸
し
て
い

る
。
昨
年
１
０
月
か

ら
、
一
定
の
工
事
を
行

う
場
合
を
対
象
に
従

来
「
１
０
年
以
内
」
だ

っ
た
返
済
期
間
を
「
２

０
年
以
内
」
に
変
更
し

た
。 昨

年
１
０
月
の
制

度
変
更
で
は
融
資
限

度
額
の
引
き
上
げ
、
滞

納
割
合
要
件
の
緩
和

も
行
っ
た
。 

融
資
限
度
額
は
従

来
、
お
お
む
ね
「
対
象

工
事
費
の
８
０
％
以

内
か
１
５
０
万
円×

住
戸
数
の
低
い
額
」
と

定
め
ら
れ
て
い
た
が
、

こ
れ
を
「
１
０
０
％
」

に
引
き
上
げ
た
。 

「
１
０
％
以
内
」
と

規
定
し
て
い
た
積
立

金
の
滞
納
割
合
は
、
総

戸
数
５
０
未
満
で
督

促
を
行
っ
て
い
る
場

合
、
毎
月
の
返
済
額
を

「
毎
月
徴
収
す
る
積

立
金
の
６
０
％
以
内
」

に
抑
え
れ
ば
、
滞
納
割

合
が
１
０
％
超
で
も

「
２
０
％
以
内
」
ま
で

融
資
を
行
う
。 

返
済
期
間
を
延
伸

す
る
の
は
耐
震
改
修
、

機
械
式
駐
車
場
解
体
、

エ
レ
ベ
ー
タ
ー
取
り

替
え
ま
た
は
新
設
、

給
・
排
水
管
取
り
替

え
、
玄
関
・
サ
ッ
シ
取

り
替
え
、
な
ど
七
つ
の

工
事
項
目
。 

融
資
金
利
は
今
年

３
月
現
在
、
０
・
７

７
％
。
金
利
は
毎
月
見

直
さ
れ
る
が
、
返
済
期

間
１
０
年
以
内
（
０
・

５
５
％
）
と
比
べ
る
と

０
・
２
２
％
高
い
。

「
マ
ン
シ
ョ
ン
す
ま

い
・
る
債
」
積
立
管

理
組
合
は
０
・
２
％

金
利
優
遇
さ
れ
る
。 

耐
震
改
修
を
実
施

す
る
場
合
は
０
・
３

８
％
。
ほ
か
の
工
事

と
比
べ
、
返
済
期
間

１
０
年
と
の
金
利
差

は
０
・
０
８
％
と
小

さ
い
。 

返
済
期
間
延
伸
の

背
景
に
は
長
期
修
繕

計
画
に
計
上
さ
れ
て

い
な
い
工
事
項
目
へ

の
対
応
が
あ
る
。 

住
宅
金
融
支
援
機

構
は
耐
震
改
修
や
機
械

式
駐
車
場
の
解
体
、
と

い
っ
た
工
事
は
「
現
在

の
生
活
様
式
や
社
会
環

境
の
変
化
に
適
合
さ
せ

る
た
め
の
『
改
良
』
と

い
う
点
も
あ
り
、
長
期

修
繕
計
画
で
周
期
的
な

工
事
と
し
て
計
画
さ
れ

て
い
な
い
例
が
多
く
見

ら
れ
る
」
と
指
摘
す
る
。 

こ
れ
ら
の
工
事
は
費

用
も
多
額
に
な
り
が
ち

で
「
特
に
修
繕
積
立
金

が
不
足
す
る
こ
と
が
懸

念
さ
れ
る
」
（
機
構
）
。

こ
の
た
め
「
改
良
」
と

い
う
観
点
か
ら
ピ
ッ
ク

ア
ッ
プ
し
た
七
つ
の
工

事
の
い
ず
れ
か
を
含
む

工
事
を
実
施
す
る
場
合

に
限
り
最
長
返
済
期
間

を
１
０
年
か
ら
２
０
年

に
見
直
し
た
。（
マ
ン
シ

ョ
ン
管
理
新
聞
１
１
３

２
号
） 

２０ 
 

www.mankan-builkan.com


第 00071 号                                    2020 年（令和 2 年）3 月 25 日（隔月発行）（ 2 ）                             

 

編集後記： 

管理組合の主たる目的は快適なマンション生活を送り、建物・設備の維持向上をすることにあります。その為、分譲 

マンションでは計画的工事として大規模修繕工事が１０数年おきに実施することが一般的です。この事業を成功裏に 

終えるためには、工事開始２～３年前から準備して実施する必要が有り、管理組合（理事会）の心理的、ロード面の 

負担は相当なものがあります。管理会社に丸投げでは管理組合の立場に立ったものにはならず、自主的・主体的に取り

組むことが極めて大切ですが、この事業の立上げから知識を持った外部の専門家としてマンション管理士を活用する 

ことで、結果的に管理組合・組合員にとって満足のできる透明性高い一大事業の完遂が可能となると思います。（吉田） 

 

応
」
だ
。
適
正
化
法
で

は
地
方
自
治
体
に
マ
ン

シ
ョ
ン
管
理
へ
の
積
極

的
な
関
与
を
促
し
、
い

わ
ゆ
る
「
管
理
不
全
」

の
予
防
・
改
善
を
図
る
。

建
替
え
円
滑
化
法
は

多
数
決
で
敷
地
の
売

却
を
決
め
ら
れ
る
「
要

除
却
認
定
マ
ン
シ
ョ

ン
」
の
認
定
対
象
を
広

げ
る
な
ど
し
、
マ
ン
シ

管
理
計
画
認
定
制
度
を
創
設 

管

理

組

合

が 
各
自
作
成
・
申
請 

「
適
正
化
計
画
」
策
定
の
自
治
体
に 

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

適
正
化
法
・
建
替
え
円

滑
化
法
の
主
な
改
正

点
を
表
に
示
し
た
。 

法
改
正
の
最
大
の

目
的
は
「
老
朽
化
対

改正法案が国会提出 マンション管理適正化法・ 
マンション建替え円滑化法 

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
適
正
化
法
・
マ
ン
シ
ョ
ン
建
替
え
円
滑
化
法
の
改
正
法
案
が
２
月
２
８
日
、

閣
議
決
定
さ
れ
同
日
付
で
国
会
に
提
出
さ
れ
た
。
各
市
区
や
都
道
府
県
に
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
適
正

化
の
推
進
を
図
る
た
め
の
計
画
策
定
を
促
す
「
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
適
正
化
推
進
計
画
制
度
」
を
創

設
す
る
。
計
画
を
策
定
し
た
地
区
で
は
「
管
理
計
画
認
定
制
度
」
を
実
施
。
地
区
内
の
管
理
組
合

は
各
自
マ
ン
シ
ョ
ン
の
「
管
理
計
画
」
を
作
成
で
き
、
国
が
作
成
す
る
基
準
を
満
た
せ
ば
都
道
府

県
知
事
等
の
認
定
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
す
る
。
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
適
正
化
法
の
制
定
か
ら
今
年

で
２
０
年
。
地
方
自
治
体
に
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
に
対
す
る
積
極
的
な
関
与
を
促
す
新
制
度
の
創
設

で
、
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
施
策
は
大
き
な
節
目
を
迎
え
る
。 

ョ
ン
の
「
終
活
」
を
ス

ム
ー
ズ
に
進
め
る
狙

い
が
あ
る
。 ◇ 

適
正
化
法
で
は
、
自

治
体
に
よ
る
管
理
組

合
へ
の
助
言
・
指
導
も

盛
り
込
ん
だ
。 

管
理
組
合
の
運
営

が
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

適
正
化
指
針
に
照
ら

し
て
著
し
く
不
適
切

で
あ
る
こ
と
を
把
握

し
た
と
き
は
管
理
組

合
理
事
長
ら
の
管
理

者
に
指
針
に
即
し
た

管
理
を
行
う
よ
う
勧

告
も
で
き
る
よ
う
に

し
た
。 

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

業
関
係
で
は
重
要
事

項
説
明
・
書
面
交
付
に

つ
い
て
変
更
を
加
え

る
。 重

説
は
、
自
治
体
か

ら
管
理
計
画
の
認
定

を
受
け
た
管
理
組
合

の
管
理
者
（
理
事
長
）

に
つ
い
て
は
、
管
理
者

側
が
希
望
し
な
い
場

合
は
書
面
交
付
だ
け

で
済
ま
せ
ら
れ
る
よ

う
に
す
る
。
重
説
書
や

契
約
時
に
作
成
・
配
布

す
る
書
面
は
、
管
理
組

合
側
の
承
諾
が
あ
れ

ば
電
子
フ
ァ
イ
ル
な

ど
に
置
き
換
え
る
こ

と
も
で
き
る
。 

円
滑
化
法
の
「
除
却

認
定
」
は
従
来
の
耐
震

性
不
足
に
、
火
災
に
対

す
る
安
全
性
、
外
壁
・

外
装
材
が
落
下
し
周

辺
に
危
害
を
生
ず
る

恐
れ
が
あ
る
も
の
、

給
・
排
水
な
ど
配
管
設

備
が
損
傷
す
る
な
ど

し
衛
生
上
有
害
な
恐

れ
が
あ
る
、
バ
リ
ア
フ

リ
ー
基
準
に
達
し
て

い
な
い
、
な
ど
の
要
件

を
加
え
る
。
い
ず
れ
も

国
が
基
準
を
作
成
す

る
。
（
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
新
聞
１
１
３
１
号
） 

法 案 の 概 要 

・マンション管理適正化法 

①国による基本方針の策定 
〇マンションの管理の適正化の推進
を図るための基本的な方針を策定 

②市区（町村部は都道府県）によるマ
ンション管理適正化の推進 
〇基本方針に基づき、マンションの管
理の適正化の推進を図るための計
画（「マンション管理適正化推進計
画」）を策定（任意） 

〇管理の適正化のために、必要に応じ
て、管理組合に対して指導・助言等
を実施 

〇マンション管理適正化推進計画を
策定した場合に、管理組合が作成す
る個々のマンションの管理計画を
認定 

③重説義務等の一部免除 
〇認定を受けたマンション管理組合
管理者に対する重要事項説明につ
いて管理者の同意があれば書面交
付のみで重説が可能 

〇管理組合の同意があった場合、一部
書面交付の電子化が可能に 

・マンション建替え円滑化法 

① 除却の必要性に係る認定対象の拡
充 

〇除却の必要性に係る認定対象に、現
行の耐震性不足に加え、外壁の剥落
等により危害を生ずる恐れがある
マンション、バリアフリー性能が確
保されていないマンション等を追
加 

②団地における敷地分割制度の創設 
〇要除却認定を受けた老朽化マンシ
ョンを含む団地において、敷地共有
者の４／５以上の同意によりマン
ション敷地の分割を可能とする制
度を創設 


